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県内企業への経営に関するアンケート調査の結果について 

 

経営状況、物流の「2024 年問題」、設備投資、経営課題、リスキリング、テジタル化など、県内企業の

現状を把握するため、アンケート調査を実施するとともに、その調査結果をもとに、県内企業の経営動向

について報告する。 

 

１ 調査概要 

（１） 対象者数 広島県内に事業所を置く企業 1,025 社 ※転居先不明等で戻ってきた企業は除く 

（２） 対象業種 
令和３年経済センサス活動調査により、原則として付加価値額の大きい業種を対象と

し、業種ごとに対象企業を無作為で抽出 

（３） 調査方法 
郵送で調査への協力を依頼。広島県電子申請システム、FAX などで回答を受付。 

（回答）電子申請システム 68.7％、FAX30.6％、その他 0.8％ 

（４） 調査期間 令和６年５月７日～令和６年５月 18 日（調査時点 令和６年３月 31 日） 

（５） 有効回答 

399 社（有効回答率：約 38.9％）             

 

２ まとめ 

（１） 経営状況に

ついて 

売上高が「減少した」と回答した企業のうち、１年前の売上高を「100」とした場合、

「60」未満まで減少したと回答した企業は前回調査から 6.3 ポイント改善した 8.2％

となり、７割を超える企業が「80」以上と回答した。 

（２） 物流の

「2024 年問題」

について 

物流の「2024 年問題」について、「影響がある」（41.4％）と回答した企業が最も多

い結果となった一方で、「わからない」（24.6％）と回答した企業もいたことから、引

き続き物流の「2024 年問題」の影響を注視する必要がある。 

（３） 今後の設備

投資の予定につ

いて 

今後の設備投資について、「あり」（32.9％）、「検討中」（28.1％）となっており、６

割を超える企業が、今後、設備投資を予定・検討している。設備投資の内容としては

「既存設備の改修・定期更新」（67.2％）を選択した企業が最も多い結果となった。 

（４） 経営課題・

人手不足につい

て 

重要と考える経営課題について「人手不足」（59.0％）が最も多く、次いで「人件費

の増」（45.5％）という結果となった。 

（５） リスキリン

グについて 

リスキリングの取組状況について、「実施している」（26.3％）、「実施を検討中」

（24.6％）と、リスキリングに対して前向きな企業が５割を超える結果となった。 

（６） デジタル 

化について 

デジタル化の取組状況について「取り組んでいる」（34.3％）、「今後、取り組む予定」

（26.6％）と６割を超える企業がデジタル化の取組を進めようとしている。 

 

一般機械 22 医療・福祉 31

輸送用機械 19 建設業 34

鉄鋼・金属製品 29 運輸業・郵便業 22

プラスチック製品・化学 13 学術研究・専門・技術サービス業 31

電気機械 15 情報通信業 16

食料品 21 不動産業・物品賃貸業 23

その他製造業 23 宿泊業 6

卸売業 25 飲食店・その他飲食サービス業 16

小売業 29 教育・学習支援業 24

合計 399

業種
実数

（社）
業種

実数
（社）

5人以下 37 9.3%

6～20人 117 29.5%

21～50人 111 28.0%

51～100人 69 17.4%

101～200人 32 8.1%

201～300人 13 3.3%

301人以上 18 4.5%

※従業員数の未回答先（２社）は除外

従業員数
実数
（社）

構成比
（％）
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３ 調査結果の概要※各グラフの数値は、四捨五入により、合計が一致しない場合がある 

（１） 経営の状況について 

ア １年前と比較した令和６年３月の売上高について（ｎ＝397 単一回答） 

○ 売上高について１年前と比較すると、「増加した」

（38.3％）と「減少した」（39.5％）の回答が均衡する

結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 前年同月の売上高を「100」としたときの、令和６年３月の売上高について 

※「減少した」と回答した企業のみ抽出（ｎ＝157 単一回答） 

○ 売上高が「減少した」と回答した企業のうち、１年前と比

較した売上高について精査したところ、１年前の売上高を

「100」とした場合、７割を超える企業が「80」以上となっ

た。 

○ 一方で、売上高が「60」未満と回答した企業が 8.2％とな

っており、前回調査（令和５年 11 月調査時点）との比較で

は 6.3 ポイント減少している。                    

 

 

 

 

 

ウ 今後３～５年先の経営方針について（ｎ＝399 複数回答） 

○ 今後３～５年先の経営方針に

ついて、６割近くの企業が「現

状維持」（56.9％）と回答する

結果となった。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回） 

14.5％ 

(前回) 

64.5％ 

（前回） 

20.9％ 

8.2％ 
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（２） 物流の「2024 年問題」について 

ア 物流の「2024 年問題」の影響について（ｎ＝399 単一回答） 

○ 前回調査（令和５年 11 月調査時点）との比較では、「影響が

ある」（41.4％）との回答が 3.9 ポイント増加、「影響がな

い」（34.1％）が 7.3 ポイント増加した。 

○ また、「わからない」（24.6％）と回答した企業もいたことか

ら、引き続き物流の「2024 年問題」の影響を注視する必要

がある。 

○ 業種別にみると、「運輸業・郵便業」（77.3％）、「食料品」

（76.2％）、「卸売業」（68.0％）で「影響がある」と回答す

る企業が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ （アで「影響がある」と回答した方へ）物流の「2024 年問題」の影響について（ｎ＝165 複数

回答） 

○ 2024 年問題の影響について、

「物流コストの増加」

（80.0％）が最も多く、次い

で「ものを運べない、ものが

届かない（遅延含む）」

（38.8％）、「利益の減少」

（34.5％）という結果となっ

た。 
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ウ （アで「影響がある」と回答した方へ）物流の「2024 年問題」への対応方法について 

（ｎ＝165 複数回答） 

○ 今後の対応方法について、最も

割合が高いのは、「取引価格等

の見直し」（73.2％）であり、

７割を超える企業で、取引価格

等の見直しが検討されている。 

○ また、次いで「リードタイム

（商品が出荷されてから注文先

に納品されるまでの期間）の見

直し」（43.3％）を検討してい

る企業の割合が高くなってい

る。 

エ 物流の｢2024 年問題｣に向けた取組を行うにあたっての課題や関係者への要望について(自由記述) 

【主な自由記述の回答】 

 運賃値上げが微増では(賃上げ原資を確保できず)ドライバーを確保できない。（運輸業・郵便業） 

 適正価格を理解して頂きたい。（運輸業・郵便業） 

 現状は付帯作業の契約として荷積みまでしてもらっているが、今後、自社でしなければいけないと

なっても余剰人員がないので難しい。（食料品） 

 輸送費増による価格転嫁が出来ず利益の減少。遠方の会社は輸送費がかさみ不利。（一般機械） 

 

（３） 今後の設備投資の予定について 

ア 今後の設備投資の予定について（ｎ＝398 単一回答） 

○ 「あり」（32.9％）、「検討中」（28.1％）となっており、６割を超える

企業が、今後、設備投資を予定・検討している結果となった。 

○ 業種別では、「プラスチック製品・化学」や「輸送用機械」、「その他製

造業」において、「あり」「検討中」と回答する割合が高くなっている。 

 

 

 

61.0% 
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イ （アで「あり」「検討中」と回答した方へ）予定又は検討している設備投資について（ｎ＝232 複

数回答） 

○ 「既存設備の改修・定期更新」

（67.2％）が最も多い結果とな

った。 

○ また、次いで「省力化・生産性向

上を目的とした設備投資」

（50.4％）を選択した企業が５

割を超え、物価高騰や人手不足

などを受けて、環境を改善する

ために設備投資を検討する企業

が多いと考えられる。 

 

 

ウ （アで「なし」と回答した方へ）設備投資を実施するにあたっての課題について（ｎ＝153 複数

回答） 

○ 設備投資を予定していない企業

の６割強が、「現状設備が適正」

（66.0％）と回答する結果とな

った。 

○ 一方で、設備投資を実施するに

あたっての課題として「先行き

が見通せない」（28.1％）や「資

金不足」（20.3％）は前回調査（令

和５年 11 月調査時点）と同等の

割合となっており、設備投資を

手控える企業が一定割合存在す

ると考えられる。 

 

 

（４） 経営課題・人手不足について 

ア 現在、直面している経営課題について（ｎ＝399 単一回答） 

○ 「あり」と回答した企業が 88.7％となり、９割近くの企業で

直面する経営課題があるという結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回） 

20.6％ 

（前回） 

31.8％ 

（前回） 

5.6％ 

（前回） 

4.7％ 

（前回） 

49.5％ 

（前回） 

7.5％ 
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イ （アで「あり」と回答した方へ）経営課題のうち重要と考えるものについて（ｎ＝354 複数回

答） 

○ 経営課題のうち重要と考えるものとして、「人手不足」（59.0％）が最も多い結果となった。 

○ また、「人件費の増」と回答した企業が 45.5％となり、賃上げした企業に人件費の影響が大きくなっ

ていると考えられる。 

ウ （イで「人手不足」と回答した方へ）求めている人材について（ｎ＝209 複数回答） 

○ 求めている人材について、正社員（中途

採用）」（82.8％）、「正社員（新規採用）」

（78.0％）が多く、即戦力として働ける

人材や、長期的に働ける人材を求めて

いると考えられる。 

 

 

 

 

 

エ （ウで「外国人材」と回答した方へ）求めている外国人材について（ｎ＝16 複数回答） 

○ 求めている外国人材について、「特定技

能」（56.3％）、「技術・人文知識・国際

業務」（37.5％）という結果となった。

一定の専門性・技能を有する外国人材

を求めていることが窺える。 
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（５） リスキリングについて  

ア リスキリングの取組状況について（ｎ＝399 単一回答） 

○ リスキリングの取組状況について、「実施している」

（26.3％）、「実施を検討中」（24.6％）となり、リスキリ

ングに対して前向きな企業が５割を超える結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ （アで「実施している」「実施を検討中」と回答した方へ）リスキリングについて、現在実施して

いる、又は実施を検討中の取組について（ｎ＝199 複数回答） 

○ 現在実施している、又は実

施を検討中の取組について

は、「外部講師によるセミナ

ー」（58.8％）が最も多い結

果となった。 

○ また、「社内講師による社内

研修」（31.7％）、「ＯＪＴの

実施」（31.7％）が次いで多

く、企業がリスキリング費

用を抑制する傾向にあると

考えられる。 

 

 

ウ リスキリングを実施する上での課題について（ｎ＝356 複数回答可） 

○ 「学ぶ時間の確保が難しい」

（56.5％）と回答した企業が

最も多い結果となった。 

○ 次いで「コスト負担が重い」

（25.8％）という回答が多

く、リスキリング費用の企業

負担を大きいと感じている

ことが窺える。 

 

 

 

 

 

50.9％ 
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（６） デジタル化について 

ア デジタル化の取り組みについて（ｎ＝399 単一回答） 

○ デジタル化の取組状況について「取り組んでいる」（34.3％）、

「今後、取り組む予定」（26.6％）と６割を超える企業がデ

ジタル化の取組を進めようとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

イ （アで「取り組んでいる」「今後、取り組む予定」と回答した方へ）デジタル人材として求めるレ

ベルについて（ｎ＝240 複数回答可） 

○ 「業務上の最低限必要な基礎知

識を有する」（57.1％）、「汎用

性のあるデジタルツールを使い

こなせる」（57.1％）、「応用的

知識・技能を有し、要求された

作業を主体的に遂行できる」

（45.0％）という回答が多数を

占める結果となった。 

○ 「プロフェッショナルとして、

スキルの専門分野が確立し、課

題の発見と解決をリードする」

は「情報通信業」（28.6％）が

最も多い結果となった。 

60.9％ 
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ウ （アで「取り組んでいる」「今後、取り組む予定」と回答した方へ）デジタル人材の確保方法につ

いて（ｎ＝239 複数回答可） 

○ デジタル人材の確保方法は

「研修等による既存社員の育

成」（54.8％）が最も多い結果

となった。 

○ また、「正社員（中途採用）」

と回答した企業が 46.4％とな

り、デジタル知識を有してい

る即戦力となる人材を求めて

いることがわかる。 

 

 

 

 

エ （ウで「正社員（新規採用）」「正社員（中途採用）」「研修等による既存社員の育成」と回答した

方へ）国や自治体が実施する在職者を対象とした職業訓練の活用について（ｎ＝221） 

○ 国や自治体が実施する在職者

を対象とした職業訓練の活用

について、「活用する（可能性

がある）」（53.4％）と回答し

た企業が最も多い結果となっ

た。 

○ 一方で、「公的な職業訓練を知

らない」と回答した企業が

23.5％となっていることか

ら、国や広島県を含めた自治

体から更なる情報発信を行

い、認知度を上げる必要があ

る。 


